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　１１月中旬のある日、中学生の子供を持つお父さんから『登下校を中心に、子供の安全確保に不安がある』


と聞き、お話をうかがいました。


　話によると、最近の街頭への変質者の出現は、かなり頻繁になり、ついに、連れ去り未遂事件までが、高橋場町付近で起きたそうです。


後のインターネットでの情報によれば、複数で行動していたにもかかわらず、若い男女が白いワゴン車に乗って「お父さんが怪我をしたから、この車に乗りなさい」と誘ってきたそうです。「助けて～」と大声を出して逃げて、事なきを得たそうですが、この子供達のとっさの判断や勇気がなければ、どうなっていたかと思うと、ゾ～ッとしました。


学校からは、すぐに連絡網を通じて『こんな事件が


あったので、複数で行動するなどして、気を付けて下さい。』と周知がされたそうですが、子を持つ親としての不安は、拭いきれないというのです。





　この話やネットの情報を得た後、お子さんを持つお母さん達を中心に、話を持ちかけてみると、沼田公園


などは、変質者出現の多発地区になっている話や市内の様々な場所で危険な事件が起きている事を垣間見ました。


　堂々と胸を張って話せることではないのは勿論ですが、逆に、この小さな世界のみに閉じ込められて


しまっている所にこそ、問題の核心が潜んでいるので


はないか？と思い関係各所へ出向いてみました。





　警察署や教育委員会で話を聞きながら、そしてインターネットや関連文書を読むに連れ、それぞれの機関の方々は一生懸命仕事をしているのに何故？という疑問にぶつからざるを得ませんでした。


　また、沼田市における子供の防犯関連の条例等はないものかと調べましたが、警察署での話の通り、まだ犯罪がずっと少ない、ある意味での「平穏な時代」に作られたものでした。２つの関連条例がありましたが、趣旨は


子供達を犯罪から守るというよりは、子供達が非行に走らないようにするところに主眼を置いたものとなっていました。


　そこで、意を決し右枠のような内容の質問を試みた次第です。





【犯罪と警察、防犯協会の実態】～県警本部長議答弁など～


群馬県の刑法犯認知件数はＨ１４年度で、３９８０３件。対前年比２２，３％の増となり最悪記録更新中。重要犯罪の認知件数はＨ１３年度３５５件で、神奈川や埼玉の件数とほぼ同数。


　略取・誘拐関連は認知数で、本年１月から３２都道府県で１２６件発生しているそうです。


　特徴として、街頭犯罪が増加し、犯罪の相手を知っているなど、怨恨的なものから、誰彼かまわず、粗暴な手口による犯罪へ比重が移り、低年齢化が進行しているとの事です。


　このようなことから、県警では、街頭犯罪特別対策本部を設置


したり、シルバーポリスなどを配置したといいます。





【安心・安全のまちづくりに向けて】質問主タイトル


１．児童を中心とした、防犯対策の現状と連絡経路と対応協議の場の説明（市長と教育長）


２．（防犯の）総合対策本部等への考えの有無について


　　警察、自治体、学校、家庭、地域、保護者が専門家も含めて一体的な対応を行える機構や組織の検討を条例策定含め、されるべきと考えるがどうか。


　　警察ＯＢ等の活用についてはどうか。


３．当面の対応策について


　　家庭での対話。危険箇所の再検証。安全教育の再徹底。等への指導体制の確立。について


　　防犯ブザー配布、街灯等の増設、防犯カメラの設置などについて








【一般質問趣旨】中心市街地活性化事業について


いわゆる街なか対策事業は、１９９４年に国の奨励する同名の事業へ手を挙げ、全国で２４番目の事業として


スタートした。２核１モール構想を土地改良事業方式


で進めてきたが、空き地が目に付き、なかなか事業が進展を見せない中、住民の不安は高まっている。


　現在の状況と区画整備方式の見直し含めた見解を求めます。


【市長】集客努力は現在も様々取り組んでいる。土地取得買収率が９０％を超えている今日では、基本計画の事業方式を見直すことは大変困難であるし、混乱も招く可能性も否めない。最初からこの事業に関わっていられたら…。との思いもあるが、精一杯事業者や住民の方々へ説明と理解を求めながら進めていくしかないと考えている。


【街なか対策部長】財政と状況説明


　全体の事業予算は１５０億円で現在、用地取得へ２０億、その他へ２０億。今後は補償金などを中心に、最終的な事業見込額は１４８億円程度で推移している状況。


　街なかの説明会等の参加者数は１０人程度から３０人ほどへ参加率増加した。また、自主的な委員会も週１回のペースで開催していると聞いている。


【一般質問要旨】合併の組み合わせがクルクル変わるが


　1市８ヶ町村の枠組みでスタートした構想が、混乱している。Ｈ１７年3月までに、１２００項目余りの重要調整事項をどうやって「住民納得」へ漕ぎ着けるのか


　一部事務組合事業の最終処分場の具体的な問題も山積していると考えるが、どのような方向で取り組んでいくのか。


【市長】「歳月人を待たず」の気概で、今後も誠意を持って、進めていきたい。来年1月より全体の構想の住民説明会は開催し、新市建設計画も5月頃の説明会でという流れになってくると思われる。





　全国では、まだ少ないですが、すでに「安全・安心のまちづくり」への教育委員会での指針や総合対策委員会の設置、関連条例を制定している自治体もあります。それらの語っている共通点を記載してみます。


【まず家庭での安全教育の再徹底を】


　子供と一緒に休日にでも１度、通学路を点検してみましょう。子供の目線は大人と異なります。そうした中から


普段の子供達の行動様式も理解されますし、危ない目にあった経験など自然に引き出せる場面もあろうかと思います。適当なテキストで「親子で安全対話」を勧めます。親も目からウロコなんてことも結構あります。防犯協会発行のセルフ・ディフェンスなどは、無料ですよ。（学校にも様々配布されているようです。）


【学校に任せきりでなく、育成会やＰＴＡへも積極的に】


　家族での取り組みができたら、防犯ブザーの配布、危険箇所へのミラーの設置、暗がりの防犯灯の設置、登下校の体制整備、安全教育の実施などを育成会やＰＴＡへも積極的に反映させるよう努力しましょう。（怖い世の中になっちゃったよね～。気を付けようね～。だけでは、問題解決にはなりません。）


【様々な立場や視点を持った人達で総合安全懇談会などを開催してみる】


　学校は学力を向上させるので精一杯。親達は学校へ通わせるだけで精一杯。社会は仕事をこなすのに精一杯。という社会のゆとりの減退が、縦割り社会の隙間となった「登下校時の児童」をその犠牲者へと追い込もうとしています。


　親子、学校、警察、仕事、地域の「領域」をダブらせたり、つないだりできれば、問題解決の糸口は見出せるはずです。例えば、道路や街頭が舞台の仕事はたくさんあります。問題はそこで得た情報をどこへ集約し、それぞれの立場の人達へ有効な情報や行動提案として、どう活用できるかということです。大阪府では懇談会の設置を、埼玉の小学校では、文部省と警察庁が同時にモデル地域へ指定し、総合的な安心安全のまちづくりへ向け奮闘中です。





【一般質問趣旨】計画案の作成が追いつかないのではないか。また、合併に関する様々な「雑音」も聞こえてきているがどうか。


【市長】事務作業は本当に事務局が一生懸命取り組んでいてくれて、あと少しで追いつきそうなところまで漕ぎ着けたと認識している。


巷でのうわさ等については、それが、合併にとって阻害要因となることへは、その都度、懸命に払拭に向け努力してきたし、今後もそうしていきたい。


一部事務組合事業については、差し迫った課題も


あるが、新たな組み合わせの中で、精一杯最善を期して努力していきたい。


【一般質問要旨】利根村、白沢村への対応は？


【市長】現在の枠組みである４市町村との関係を大切にしながら、２村との対応も進めたい。１２月２５日


が大きな節目となろう。（第２回法定協議会開催日）





【一般質問要旨】農業も所得均衡政策の下、保護の時代あった。新農業基本法施行を契機に、自立の視点で農政の今後を切り開いていかなくてはならないと考えている。


良い農作物を奨励する施策や工夫の検討


グリ－ンツーリズムの深化


小規模土地改良政策の在り方


農業の担い手作りへの具体的取り組み


林業との接点や共通点


千葉大学との更なる連携強化の必要性


などが挙げられるが、考えかうかがいたい。また、沼須団地は土地改良事業ということで、住民を「説得」して始まった経過がある。今後の進め方はどのようにするのか。ＪＡと連合などは「１００万人ふるさと回帰政策」を模索しているようだが…。


【市長】利根の圏域内でも、工夫や努力して全国でも脚光を浴びている人達は結構いる。ブランド化して、それらの


才能や取り組み、成果を引き伸ばしていくことこそが、これからの農業振興とか政策なのであろうと考えている。


　沼須団地については、経過を踏まえ、柔軟性のある区画整備、ふるさと回帰政策なども参考にしながら、取り組んでいきたいと考えます。





【一般質問趣旨】原・宇楚井線、奈良・秋塚線の２路線の試行バスが開通した。現在の状況と環状線の開通を見据えて、循環バスと合わせた、抜本的公共バスの見直しについての考えをうかがいたい。


　料金が４００円を超えるとやはりきついと思われる。高崎や伊勢崎のように、低料金なら、乗車率は上がる。公共交通の位置づけ見直し、思い切った施策とすべきと考える。


【市長】１日５往復の運行で、１便あたりの乗車率は


それぞれ０，５人１，０人となっている。開業してまだ２ヶ月。タクシー業者や関係者と分析中です。ｊこれらの状況を踏まえながら今後へあたりたい。


　











【一般質問趣旨】国保の保険料負担を国がこの間下げた。不景気も合間って収納率も下がってきている。


　一般会計からの繰り入れを視野に入れて対応考えないと、値上げと未払いの悪循環となる可能性有り。


　また、一部減免措置についても、基準を明確にして


困窮者の救済を具体化して欲しい。これは、首長判断で実行可能な事項となっている。すでに、基準を設けて実施している自治体は存在している。





【市長】国保事業費への一般会計からの繰り入れについては、独立採算制度の建前を崩すことにつながるし、一般会計とて余裕がある訳ではないので、健康な住民を増やしていくといった予防的な施策と併せて、


しのいでいきたい。


　一部減免措置については、沼田市の減免規則に則って、個別事情を充分斟酌しながら運用していきたい。


　この種の課題は、各自治体の財政力へ大きく影響される課題となる。従って、慎重な対応とならざるを得ないので理解願いたい。








悪いことをした訳ではないのに、なんとなく重い足を引きずって沼田警察署生活安全課を尋ねました。重い気持ちを吹き飛ばすように篠原課長さんは『良く来てくれました。是非、警察の実情を理解して行って下さい。』と忙しい中、快く時間を割いてくれました。街頭犯罪、少年犯罪の実像、防犯協会や警察署協議会等の関連機関の活動状況などについてお話を聞きました。


　篠原さんの話の内容は概ね以下のようでした。


「水と安全はタダ当然で手に入る時代は、今は遠い昔となった。犯罪の多発化、複雑化、凶悪化は日を追うごとに進み、その対応に悪戦苦闘の連続です。そんな時代の要請に対応する為、警察法も改正して、生活安全課も警察協議会も作ってきた。


　総合相談窓口から、暴力団への対策までという幅広い取り扱い範囲で、変質者や不審者の連絡も受けるが、現在起こっている事件等、緊急性の高い順に人を配置していくと、どうしても『予防』的な色彩が強い取り組みは手薄にならざるを得ないのが実情。地域、自治体、学校がより連携を強めて、カバーしてもらえれば、非常に助かります。」との事でした。








【一般質問趣旨】


　市内佐山町に建設予定のアニマルプラザ事業は子供の情操教育や観光事業への貢献の視点からも期待されているが、進捗状況や見通しはどうか。


　武尊山登山道の開通の見通しについてはどうか？


【市長】アニマルプラザ事業は、群馬県の施策として


始まった。総面積３，5ｈａのうち、１，８ｈａが地改良事業として市とリンクする。換地作業等を含めて諸課題を調整しながら進めていきたい。


　武尊山登山道については、環境を保護する立場と


調整しながら開発をしていこうという方々の中で、


調整がつかない状況だ。非常に難しい問題でもある。


　自然のことは自然体で対応していくのも、一つの方向かとも考える。様々な角度から、研究は進めているし、今後もそうしたい。ご理解とご協力をいただければありがたい。


　








　イラクへの「復興支援」は何が、どのように必要なのだろうと考えてみました。現地では、『企業と医者が来てくれると聞いた。』などという期待も込めた映像も流れています。自衛隊は「安全」だとするサマワという地域で給水活動


をなどをするようですが、そこには、自衛隊に分けてあげられるほど水は、あるそうです。困っているのは、設備の復旧であって、水そのものではないのです。


　医療や電気等の「技術」と「設備」が不足です。また、失業者があふれている状況ですから、仕事と賃金が必要です。


以上のことから考え、民間人の医師や技術者を隣国へ派遣し、本部を作ってそこから「指導」をし、治安維持も含めて


実働する部分には、現地の方々を雇用したらどうか？と考えるのですが…。橋や道路、建物の応急手当なら、自衛隊でなく、消防署の災害対策のほうが専門だと思いますが…。この際だから、ついでに言いますと、自衛隊法は、その守るべき対象が「国家」そのもの（つまり体制という抽象的なもの）であり、「国民の命と財産」ではありません。これを守るのは、警察法によって規定された警察であると理解しています。








　新聞やマスコミ等で、すでにご存知の通り小泉内閣は、イラクに自衛隊を派遣することを閣議決定しました。期日を


明記しないままで、１０００人規模、陸上自衛隊が大半を占める構成となっています。


　濃淡はあるにせよイラク国内は、危険であることは事実です。米英軍はもとより、国連施設、教会、学校、病院までもが破壊や略奪の対象となっています。しかし、こんなイラク国内でたった一つだけ絶対安全な場所があります。それは「石油関連施設」といいいます。


　アメリカは、『復興支援に参加できる「資格」があるのは、米英軍へ具体的に支援をした国のみだ。』と発表し、世界中に波紋を投げかけています。今や、２年前の９・１１テロへの「報復聖戦の大義」は完全に消え去り、自国の国益を


戦争によって手に入れようとする思惑が完全に露呈してしまっています。


　





Ｈ１７年３月末の「特例期限」をめぐっての合併問題は、日々ヒートアップし、東毛の桐生と太田周辺の事態は、猫の目も回るような、目まぐるしさと合併問題の課題の難しさを体現していると思います。そこで、利根郡内の現在の状況を


まず、整理しておこうと思います。


【昭和村】１２月上旬の議会で、合併に賛成が７人、反対が９人となり、議会は自主自立を決定した状態です。


【川場村】一貫して自主自立を決め、緊縮財政方針の下、独自の方向を模索中です。


【片品村】１２月上旬の議会では、利根西部・沼田市の法定合併協議会へ参加に賛成が１０人、反対が５人となりました


　　　　　しかし、合併反対を求める署名も１６００名にも及び、住民投票も視野に入れながらの、重大で慎重な選択を


していく時間帯となっています。


【白沢村】利根西部・沼田市の法定合併協議会へ参加を正式に決定し、現在参加を申請中で、受けた側も、まず、それぞ


【利根村】れの自治体で検討中という状態です。（１２月２５日には、第２回の法定協が開催される為、一定の方向が確認されるのではないかと思われます。）


【沼田市・月夜野町・水上町・新治村】


　　　　　１２月２５日が第２回目の法定協議会の開催日。第１回には、決定すべき事項、進め方、整理の視点、小委員会等の設置、全体の流れ等が確認されました。今後は、この方針に沿って、各委員会の論議を節々で協議会全体で確認（決定）しながら、住民説明会も踏まえ、Ｈ１６年の８月には、合併の調印というスケジュールになっています。





【各委員会の名称と主な協議事項】


　第１小委員会　新市の名称（募集方法）新市の事務所の位置（庁舎）


　第２小委員会　議会議員、農業委員の定数・任期等の取り扱い


　第３小委員会　新市建設計画の作成、地域内分権システムの構築について


　幹事会　　　　基本４項目の調整、住民サービス・負担等住民生活直結項目調整


　専門部会　　　基本４項目の調整、住民サービス・直結負担等住民生活項目調整、協議項目Ａ群・Ｂ群・群調整


　分科会　　　　住民サービス・直結負担等住民生活項目調整、協議項目Ａ群・Ｂ群・Ｃ群調整





【項目の内容】（用語の解説）


　基本４項目　合併の方式、期日、名称、庁舎の位置


　Ａ群　　　　財産の扱い、地方税、地域審議会など


　Ｂ群　　　　職員の身分、条例規則、一部事務組合等、使用・手数料、補助金・交付金、町・字区域、国保・介護など


　Ｃ群　　　　各種事務事業（自治会、電算システム、消防・防災、都市計画、窓口業務、各種福祉事業、水道・学校・教育事業、環境対策、農林・商工・勤労者等の関連事業）





　住民サービス・負担　　　　税金、手数料、水道、下水道使用料、受益者負担、ごみ処理、保健料、助成金


　等住民サービス直結項目　　通園区、通学区、保育料、保育時間、給食費、介護保険料





　小泉首相は、閣議決定の理由を説明する中で、「戦争をしに行くのではない。復興支援にいくのだ。」と盛んに、今回の派遣が平和貢献であることを強調しています。しかし、問題はイラクの一般国民が、このことをどう理解するか重要なのではないでしょうか。軍服に武器を持った自衛隊員を見て、イラクの住民は「復興支援に来てくれた。」と理解す


るでしょうか？極めて疑問が残ります。（剣道の防具をつけて土俵に登りながら、「危険だから…」と言うような物）


　また今、イラク復興の大きな障害となっている一つが、米軍の使用した「劣化ウラン弾」という砲弾です。爆発と同時に大量の放射線をばら撒き、白血病、ガン、の発生率を高めたり、奇形児の出生率も高くなる等、戦闘状態が解除された後も、国と国民を苦しめ続けます。クラスター爆弾は一つの爆弾がいくつもの小さな爆弾をばら撒き、不発弾等によって、主に子供達が犠牲になる「卑劣な武器」と称されているものです。





【一般質問要旨】子育て次世代支援法施行に伴いニーズ調査の方法と対象、そして地域協議会への考え方を教えて欲しい。また、待機児童の現在の状況について説明を求めます。


【民生部長】郵送によるアンケート方式で、ニーズ調査をしていきたい。対象は成人１２００人、就学者１２００人


の予定です。地域協議会のメンバーは、２０人程度の委員として公募を含みます。待機児童数については、現在若干の数を把握しております。





　１０月３０～３１日に掛けて岐阜県高山市で開催された「全国都市問題会議」へ参加してきました。最初の報告にも


記載しましたが、いわゆる議員による「視察」への市民感情を重く受け止めての企画であるし、個人としても「心して」


参加してきました。（報告の全文は記載できませんが、今回の企画は充実した内容であったと思います。）


　今後も、しっかりした目的、内容、姿勢で臨み、当然ながらきちんとした報告をしたいと思いますので、聞きたいことなどあれば、どんどん聞いてください。


今回は特にＮＨＫの手話などでおなじみの丸山氏の「人間の価値は、どれだけ残したかではなく、どれだけ与えられ


たかなのだ。」「大人が子供を育てるのではない。大人は社会を育て、社会が子供を育てるのだ。」といった内容の講演＆


パフォーマンスには感動させられました。


　高山市長の講演　　タイトル「住みよい町は行き良い町」


【まちの概要】


昭和４５年のＪＲによるディスカバージャパンで観光地として脚光をあび、安房トンネルの開通によって、観光客は


年間６６万人から３２１万人へ膨らんだ。その中には外国人が５万人存在している。宿泊客の平均消費額は２７００


０円でＨ１２年がピークとなっている。近隣の１０自治体でＨ１７年２月には合併し、日本一大きな人口９７０００


人の新市となる予定とのこと。


【具体的実践内容】


１　自然や町並みへの思いを「市民憲章」「景観条例」へ反映させてきた。


２　子供会による５つの河川清掃をし、親水性の高い河川へ変えてきた。


３　緑の保全は「里山契約」で取り組んできた。


４　スポット・横丁整備は現在８５カ所。さらに拡大へ。


５　伝統文化のアレンジによる継承。（ヤンサ２１）


６　もてなしの思いを形に（ボランティアガイド、通訳）四季を通しての観光リピーター作りへ貢献。


７　コンベンションや就学旅行の誘致（専用パンフ作成）


【全体としての感想】


「落ち着き」を自然に、「生き甲斐」を文化に、にぎわいをもてなしの心に置き換えて「福祉観光都市」を目指してきた。また、時間は掛かっても「モニター」による企画・実践・再試行のサイクルを大切にしてきた。（現場を第一義とした行政姿勢）という市長の姿勢には、敬服しました。





佐藤博康氏の講演　タイトル　地域観光振興における期待されるホストとゲストの関係


【講演要旨】


　観光は時代の価値観を表現する。どのように、時間を過ごすか、何にお金を使うかということ。その中で、地方における資源の中に「本物の田舎体験」という実例もある。５年で新築した農家を貸し出して、バーチャルな田舎の親戚付き合いが体験できる企画は長野の２つの村で好評である。エコツーリズムとはクオリティ・オブ・ライフの提言だろう。


　従来の「展示型観光」から「生態型観光」への転換を試み、刺激から感激というメンタルな満足の提供を目指していくべき。という中身の非常に具体的な事例を挙げた興味のある講演でした。





　１１月１９～２０日に掛けて、経済建設常任委員会７人で、生ゴミを各家庭から回収して、畜糞と籾殻を混ぜて


有機肥料を作り、また、それを使用して農業へという循環を作り出している人口３２０００人のすばらしい市の取り組みを研究してきました。一般ゴミの３０％は生ゴミといわれ、前橋市が有料化を検討などという新聞記事も


掲載される中での課題としては重要と考えています。（紙面の都合で一部しか報告できませんがご容赦を！）


事前調査について　　


１１月１２日、上川田町にある堆肥センターを事前調査させていただきました。主目的は長井市のコンポストセンターとの「差異」を明確にし、沼田市において長井市の施策がどのように生かせるかという視点からでした。しかし、農業にも疎く、ましてや堆肥を作る工程を見るなどということも初めてでしたので、驚きの連続でした。直接、堆肥生産過程を目の前にしながら、組合の皆さん、農協の方、当該の部課長さんの説明や、現実の苦労話などは、後の行政調査の内容を深める役割を多いに果たしたと実感しております。


塩分と水分を中心に「良質」の堆肥でないと、時代の要請に応えられないこと。


販路の確保策に先行き不安がある。


センターの立ち上げ、運営、等に縦割り行政の課題が存在する。


　　上記のような課題を認識しながらの長井市への調査となりました。


生ゴミステーションにて


　１１月２０日、大の大人８人が早朝から、市内の生ゴミステーションの前で、「待ち伏せ」をして、一般家庭の方々のお話をうかがいました。ここでも内心『渋々、やっている人も結構いるんじゃないだろうか？』と思いながらのインタビューに、生ゴミを分別して分けることへの抵抗感はほとんど聞かれず、皆さん普通に生ゴミを納めていましたし、それによって生産された野菜の販売を自慢げに話す会社員の方もいらっしゃいました。また、回収の回数は週２回で年間通して特に、問題は聞かれませんでした。


　生ゴミステーションはモデル地区とされた市内中心部には、１０軒で１箇所の割合で沢山設置されていて、これが市民を気持ち良く協力してくれる「ハード面」での工夫だろうと感じました。また、生ゴミをポリバケツへ直接入れる方式に際しても、各家庭の食事内容のプライバシーの問題で議論もあったが、最終的には、「地域のコニュニケーションの題材」としてプラス思考で決着がついたということも、後のお話で聞いて敬服いたしました。


３．２１世紀、環境保全型農業の今後の課題について


　行政との関連では、まず、需要が供給に追いつかない生産体制を整えながら、販路の拡大へ思いを馳せているようでした。糞尿の提供者は１件で賄いきれているし、郊外のステーションの整備と合わせて推進されなくてはならないと感じました。販路については、現行農協が一手に引き受けていますが、「虹の駅」という道の駅への出荷や水田農場ビジョンと連結させて、１０ａあたり１ｔのレインボー堆肥の使用の試みなどを考えているようでした。


４．２日間の調査での課題と私見　


「まちづくり」の手法として、沼田市でも参考にできないかと思いました。同業種や関連の人達だけの協議でなく、異業種のミックスで「一つの課題」を話し合う試みなどはどうだろうかと思います。














